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(単位：千円)

科  目 金  額 科  目 金  額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 10,347,634 流動負債 3,088,287

現金及び預金 5,173,193 買掛金 861,369

受取手形及び売掛金 2,548,925
1年内返済予定の
長期借入金

35,004

有価証券 1,500,000 未払法人税等 664,895

商品 449,091 賞与引当金 35,291

その他 680,728 前受金 1,310,664

貸倒引当金 △4,304 預り金 27,812

固定資産 1,560,174 その他 153,249

 有形固定資産 122,315 固定負債 720,985

建物及び構築物 34,586 長期借入金 209,984

機械装置及び運搬具 25,695 繰延税金負債 88,643

土地 15,735 退職給付に係る負債 223,716

その他 46,298 役員退職慰労引当金 80,900

 無形固定資産 60,995 資産除去債務 56,063

その他 60,995 その他 61,677

投資その他の資産 1,376,862 負債合計 3,809,272

投資有価証券 1,299,798 （純資産の部）

その他 77,064 株主資本 7,485,188

資本金 99,000

資本剰余金 93,129

利益剰余金 7,293,058

その他の包括利益累計額 613,347

その他有価証券評価差額金 127,111

為替換算調整勘定 522,730

繰延ヘッジ損益 △36,494

純資産合計 8,098,535

資産合計 11,907,808 負債・純資産合計 11,907,808

　(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

連結貸借対照表

(2026年3月31日現在)
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(単位：千円)

　　　科　目

売上高 12,370,584

売上原価 10,201,631

売上総利益 2,168,952

販売費及び一般管理費 2,188,435

営業損失 △19,483

営業外収益

受取利息 57,225

受取配当金 8,500

持分法による投資利益 15,430

為替差益 96,495

雑収入 23,961 201,614

営業外費用

支払利息 32,382

雑損失 2,961 35,344

経常利益 146,786

特別利益

投資有価証券売却益 2,901,788 2,901,788

特別損失

退職給付制度改定損 164,606 164,606

税金等調整前当期純利益 2,883,968

法人税、住民税及び事業税 671,670

法人税等調整額 2,361 674,032

当期純利益 2,209,936

親会社株主に帰属する当期純利益 2,209,936

　(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書

（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日)

金　額
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(単位：千円)

当期首残高 99,000 93,129 5,630,162 5,822,292

当期変動額

剰余金の配当 － － △ 547,040 △ 547,040

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － 2,209,936 2,209,936

当期変動額合計 － － 1,662,896 1,662,896

当期末残高 99,000 93,129 7,293,058 7,485,188

その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

繰延ヘッジ損益
その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 1,875,971 446,636 △ 1,121 2,321,486 8,143,778

当期変動額

剰余金の配当 － － － － △ 547,040

親会社株主に帰属
する当期純利益

－ － － － 2,209,936

株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△ 1,748,859 76,093 △ 35,373 △ 1,708,139 △ 1,708,139

当期変動額合計 △ 1,748,859 76,093 △ 35,373 △ 1,708,139 △ 45,243

当期末残高 127,111 522,730 △ 36,494 613,347 8,098,535

　(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（自 2025年4月1日　至 2026年3月31日)
連結株主資本等変動計算書

純資産合計

資本金 資本準備金 株主資本合計利益剰余金

株主資本

その他の包括利益累計額
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連結注記表 

 

【連結計算書類作成のための基本となる重要事項に関する注記表】 

１. 連結範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

   連結子会社の数      7社 

   主要な連結子会社の名称 TAICHI HOLDINGS MIDDLE EAST FZE、TAICHI(HONGKONG)HOLDINGS LIMITED 

               ONESALL CORPN PTE LTD 

   (2)非連結子会社の数及び主要な非連結子会社の名称 

   非連結子会社の数     4社 

   ・TAICHI HOLDINGS SAS  

・TAICHI EGYPT LIMITED FOR CONSULTING 

・SYSTEMAX CAPATAL S.A. 

・LIMITED LIABILITY COMPANY “TAICHI HOLDINGS” 

   連結の範囲から除いた理由 

    非連結子会社は、総資産、売上、当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か 

つ全体としても重要性がないため、連結の範囲から除外しております。 

 

２. 持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用した関連会社の数及び名称 

   持分法を適用した関連会社の数 １社 

   持分法を適用した関連会社の名称 

  ・AMADA MIDDLE EAST FZCO 

 

(2)持分法を適用しない非連結子会社の数及び名称 

   持分法を適用しない非連結子会社の数 4社 

   ・TAICHI HOLDINGS SAS  

・TAICHI EGYPT LIMITED FOR CONSULTING 

・SYSTEMAX CAPATAL S.A. 

・LIMITED LIABILITY COMPANY “TAICHI HOLDINGS” 

   持分法を適用しない理由 

      持分法非適用会社は、当期純利益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、TAICHI CORPORATION、TAICHI(HONGKONG)HOLDINGS LIMITED、 

New Beginning Company、ONESALL CORPN PTE LTD、TAICHI HOLDINGS, S.A.、TAICHI KOREA、TAICHI 

HOLDINGS MIDDLE EAST FZEの決算日は12月31日であります。 
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４. 会計方針に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

・有価証券 

 その他有価証券 

     時価のあるもの   決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

                           （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法 

により算定しております。） 

     時価のないもの    移動平均法による原価法 

・デリバティブ      時価法 

・たな卸資産 

商品         主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益 

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。） 

 

(2)重要な資産の評価基準及び評価方法 

・有形固定資産（リース資産を除く）   

当社及び国内子会社は定率法を採用しております。ただし､1998年４月１日以降に取得し

た建物（建物附属設備は除く。）並びに2016年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構

築物については、定額法を採用しております。在外子会社は主に定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      3～47年 

機械装置及び運搬具    3～10年 

工具、器具及び備品    2～8年 

・無形固定資産（リース資産を除く）  

ソフトウェア（自社利用分） 社内における利用可能期間（5年）による定額法 

  ・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産） 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

・賞与引当金      従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度

に見合う分を計上しております。 

・役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、期末要支給額を計上しており

ます。 

(4)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給 

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 
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(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

 

(6)消費税等の会計処理 

   税抜方式を採用しております。 

 

【連結株主資本変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式に関する事項             10,520,000株 

２．配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

2025年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 31,560,000円 3円 

2025年 

3月31日 

2025年 

6月27日 

2025年9月25日 

取締役会 
普通株式 515,480,000円 49円 

2025年 

9月30日 

2025年 

10月1日 

３.基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  2026年6月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を 

   次のとおり提案しております。 

     配当金の総額          31,560,000円 

     1株当たりの配当額              3円 

     基準日          2026年 3月31日 

     効力発生日         2026年 6月26日 

     なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 


